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本日お伝えしたい事

• カーボンニュートラル時代の交通ビジョン、その役割が益々重要

• 公平性、社会的正義を重視した交通社会のリデザインへ

• グリーン、新たなモビリティサービスを支える官民データ連携基
盤が大切（デジタル時代の公共投資）
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目 次

• コロナ禍で加速するモビリティサービスへの投資

• MaaS（マース）と交通まちづくり

• 持続可能なモビリティ社会実現にむけて
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コロナ禍で加速する

モビリティサービスへの投資
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米国のインフラ投資法：
公共交通に1.2兆円の投資

英国：公共交通等に
6000億円の投資

ロンドンバス4000台をすべてEV車両に

出典）TfL

出典）BUILD.GOV
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NY:2010年から約190kmの
バス専用レーン整備。コロ
ナ禍でさらに30km拡充（さ
らに今後5年で＋230kmへ）

フランスは、モビリティ基本
法を制定、5年で1.5兆円をモ
ビリティサービスに投資

出典）NYDOT

出典）牧村和彦（2020）：世界初の「MaaS法」の衝撃 フランスが1兆円超えの大型投資、日経クロストレンド、2020年1月10日
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世界は移動革命

出典）牧村和彦（2021）：MaaSが都市を変える、学芸出版社
注）図はサンフランシスコの例



7

おでかけしたくなる
移動手段が続々登場

出典）MOIA

出典）ALSTOM

出典）IRIZAR



ロンドン
ボストン ヘルシンキ

ロサンゼルス

パリ

カーボンニュートラル時代の交通ビジョン：移動革命を想定し、カーボ

ンフリー社会、事故ゼロを目指した将来ビジョン、具体のアクションプランが世界各地で策定され、コロナ禍で計画
が加速している。
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平 等
（equality）

公 平
（equity）

CX、DXにより

実現していく
自立社会

9出典）Robert Wood Johnson Foundationより加筆
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公平性を重視した交通社会のリデザインへ：シアトル都市圏の2050年の

将来交通ビジョンは、従来の通勤交通や郊外から都心の交通対策から公平性を最重視した計画に転換。

出典）METRO(2021):King County Metro Long-Range Plan-Metro Connects
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まち中30km/hへシフトする欧州：2021年1月からブラッセル市内全域がゾーン30

へ（幹線除く）。スペイン（2021年5月11日～全国導入）、パリ（市内全域、2021年8月30日～）、ボルドー（2021

年12月～）、オランダも法制度化が進む。

出典）ブラッセル市



12出典）PCA-STREAM
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世界中で
交通社会のリデザインが

進められている
出典）BOSTON BRT



MaaSと交通まちづくり

14



15
出典）UITPより加筆

公共交通の再定義
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「あなたのポケットに全ての交通を」：
MaaSとは、自動車という伝統的な交通手段に加えて、新たな選択肢を提供しようという概念である。マイカーと
いう魅力的な移動手段と同等かそれ以上に魅力的な交通サービスを提供し、持続可能な社会を構築していこうとい
う全く新しい価値観やライフスタイルを創出していくモビリティサービス

MaaS(Mobility as a Service)の本質

図の出典）MaaS Global社
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DX時代の
公民の新しい連携

による
交通の再構築
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出典）未来投資会議、シュワブ氏講演資料（2018年4月12日）より加筆修正
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鉄道 バス 自転車シェアカーシェア

キックボードタクシー スクータ デマンド

データ駆動による都市経営へ：交通事業者（市交通局）によるMaaS「Jelbi」。ベル

リンの全ての交通（25事業者を統合）が１つのサービスに。ルート検索から予約、発券まで可。2019年9月26日から。
パンデミック期間の手段別の状況をモニタリングし、政策へ反映

出典）BVG
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移動×他産業

出典）日高・牧村・井上・井上（2020）：Beyond MaaS、日経BP
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全国各地でMaaSが本格稼働（実証実験ではない）：疎密情報（予報含む）、非接触、ト

レーサビリティ、代替手段提供など、ニューノーマル時代に対応したサービスが、商業、観光、まちづくり
等と連携し、続々と登場

横浜、愛知、北九州、福岡、糸島、
佐賀、由布院、宮崎、富山、沖縄

東京メトロ

広島、岡山
中国・四国

JR東日本
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自治体主導の移動DXによる社会実装や新しい挑戦が2021年から
本格稼働

出典）小山市

出典）富山県
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これまでの政策

これからの政策

2021年9月～

出典）ボストン市

MaaSはまちづくり再構築そのもの

アクセス
ウォーカブル
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気候危機対策として、
都市、移動のDXによる好循環の形成へ

出典）ボストン市資料より加筆修正

駐車戦略 行動変容戦略
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カーボンニュートラル時代のライフスタイルをどう先導していくか

出典）三井不動産記者発表資料より



26出典）ハンブルグHVV

短距離移動から脱炭素へ：新しい移動サービスの鍵がMaaS。欧州の都市部で急加速するモビリ

ティハブ。ハンブルグでは、MaaSアプリ（hvv swith）で24時間利用可能。
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リアルな価値、空間をどう主体的に創造していくか

出典）BVG,ITS WC2021
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データの鮮度を行政がモニタリング：フランスでは、行政が民間の交通関連の

データを集約、品質マネジメントを実践

出典）https://transport.data.gouv.fr/stats

都市×移動DX時代のデータガバナンスをどう構築していくか

データの鮮度のモニタリング例
緑：最新
黄：最新ではない
赤：読み取れない
灰：データが存在しない

参考文献）牧村和彦（2021）：モビリティ新時代の政策・計画論の海外動向,特集「モビリティ新時代がもたらす都市の未来」,雑誌都市計画2021年10月号
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マルチモーダルな情報のガバナンス：フランスでは、公共交通だけでなく、

カープール、自転車シェアリング、路外駐車場、充電ステーションなど様々な移動情報を一元化している

出典）https://transport.data.gouv.fr/stats

公共交通 カープール 駐車場

鉄道自転車シェア充電施設

長距離バス 航空

出典）Lyko



年間
登録費
（ドル/年）

1台登録費
（ドル/年）

データ
提供
義務

カーシェアリング 3,000 1,230 ○

自転車シェアリング 146
＋1,700

15
○

電動キックボード 同上 150 ○
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データ駆動型の都市経営：米国では、新しいモビリティサービスに対して道路使用許可条

件に使用料やデータ提供を義務付けている都市が急増中。提供するデータ仕様（MDS、ロックフェラー財団他支援
するOMF）は世界115都市以上で採用。官民連携した次世代のまちづくりが始まっている。

▼シアトルの新・モビリティサービス許可条件

出典）シアトルDOTより作成

参考）内閣官房第5回都市再生有識者懇談会資料、2021年４月16日
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出典）OMF(Open Mobility Foundation)

参考）牧村和彦（2022）：日本は世界の“2周遅れ”？モビリティ分野における官民データ連携の本質とは、Merkmal、2022年3月7日
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地域の産業を育成する移動×エネルギーの連携：交通とエネルギーが連携したMaaS

のプラットフォーム、エコシステムがウィーン（行政主導）で稼働
出典）UpStrem社より加筆

様々なMaaSが地域に展開

移動サービス × エネルギー（シュタットベルケ）

参考文献）牧村和彦（2021）：MaaSが都市を変える、学芸出版社



おわりに

• カーボンニュートラル時代の交通ビジョン、その役割が益々重要
– 土地利用×交通×エネルギーが一体

– 道路の景色が変わる2040の地域版、具体の行動計画へ

• 公平性、社会的正義を重視した交通社会のリデザインへ
– 移動弱者、多様性、誰も取り残さない（インクルーシブ）への対応

– 将来は、鉄路と道路の境界がなくなっていく世界へ

– リアルとバーチャルの架け橋：モビリティハブの役割

• グリーン、新たなモビリティサービスを支える官民データ連携基盤が大切
– 官民データ連携基盤は次世代の社会インフラ

– 官民の連携、行政のガバナンスに期待
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